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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】簡易に製造することができ、優れた反射防止性
、近赤外線遮断性を有し、干渉縞の発生がほとんど無く
、さらに耐久性においても向上した、プラズマディスプ
レイパネル用光学フィルタに用いられる反射防止・近赤
外線遮断フィルタを提供する。
【解決手段】中間層１２、ハードコート層１３、ハード
コート層１３よりも屈折率の低い低屈折率層１４がこの
順で設けられ、且つ透明基材の他方の表面に近赤外線吸
収層１５が設けられた反射防止・近赤外線遮断フィルタ
。次式（１）～（４）：　ｎ1＞ｎ2＞ｎ3　（１）　｜
　ｎ2－（ｎ1＋ｎ3）／２　｜　≦　０．０７　（２）
　１．５６≦ｎ1≦１．７１　　　（３）　　１．５０
≦ｎ2≦１．７０　（４）　（但し、ｎ1は透明基材の屈
折率、ｎ2は中間層の屈折率、そしてｎ3はハードコート
層の屈折率である）を満たし、近赤外線吸収層１５に含
まれる１種以上の色素が、８００～１２００ｎｍの波長
範囲及び５８０～６０５ｎｍの波長範囲に吸収極大を有
する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明基材の一方の表面に、中間層、ハードコート層、ハードコート層よりも屈折率の低
い低屈折率層がこの順で設けられ、且つ透明基材の他方の表面に近赤外線吸収層が設けら
れた反射防止・近赤外線遮断フィルタであって、
次式（１）～（４）：
　ｎ1＞ｎ2＞ｎ3　　　　（１）
　｜　ｎ2－（ｎ1＋ｎ3）／２　｜　≦　０．０７　　　　（２）
　１．５６≦ｎ1≦１．７１　　　　（３）
　１．５０≦ｎ2≦１．７０　　　　（４）
　（但し、ｎ1は透明基材の屈折率、ｎ2は中間層の屈折率、そしてｎ3はハードコート層
の屈折率である）
を満たし、
　中間層の厚さｄ（ｎｍ）が、６５～１０３ｎｍの範囲にあり、そして
　近赤外線吸収層に含まれる１種以上の色素が、８００～１２００ｎｍの波長範囲及び５
８０～６０５ｎｍの波長範囲に吸収極大を有していることを特徴とするプラズマディスプ
レイパネル用光学フィルタに用いられる反射防止・近赤外線遮断フィルタ。
【請求項２】
　近赤外線吸収層上に透明粘着剤層が設けられている請求項１に記載の反射防止・近赤外
線遮断フィルタ。
【請求項３】
　透明粘着剤層が、ポリマー及び可視光透過率を低下させるための色素を含んでいる請求
項２に記載の反射防止・近赤外線遮断フィルタ。
【請求項４】
　透明粘着剤層が、可視光透過率を低下させるための色素をポリマーに対して０．０１～
０．５質量％含んでいる請求項３に記載の反射防止・近赤外線遮断フィルタ。
【請求項５】
　近赤外線吸収層に含まれる１種以上の色素が、８００～１２００ｎｍの波長範囲に吸収
極大を有する１種以上色素、及び５８０～６０５ｎｍの波長範囲に吸収極大を有する１種
以上の色素からなる請求項１～４のいずれか１項に記載の反射防止・近赤外線遮断フィル
タ。
【請求項６】
　近赤外線吸収層に含まれる色素として、ジインモニウム塩系色素を含む請求項６に記載
の反射防止・近赤外線遮断フィルタ。
【請求項７】
　近赤外線吸収層が、ニッケル錯体化合物を含んでいない請求項６に記載の反射防止・近
赤外線遮断フィルタ。
【請求項８】
　中間層、ハードコート層、及び低屈折率層が、いずれも塗布層である請求項１～７のい
ずれか１項に記載の反射防止・近赤外線遮断フィルタ。
【請求項９】
　ハードコート層の屈折率ｎ3が１．４９～１．６０の範囲にある請求項１～８のいずれ
か１項に記載の反射防止・近赤外線遮断フィルタ。
【請求項１０】
　透明基板としてＰＥＴフィルムが使用され、中間層の屈折率ｎ2が１．６５以下の値で
ある請求項１～９のいずれか１項に記載の反射防止・近赤外線遮断フィルタ。
【請求項１１】
　ハードコート層が、紫外線硬化性樹脂を含む組成物の硬化層である請求項１～１０のい
ずれか１項に記載の反射防止・近赤外線遮断フィルタ。
【請求項１２】
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　透明基板が、紫外線吸収剤を含んでいる請求項１～１１のいずれか１項に記載の反射防
止・近赤外線遮断フィルタ。
【請求項１３】
　請求項１～１２のいずれかに記載の反射防止・近赤外線遮断フィルタを含むプラズマデ
ィスプレイパネル用光学フィルタ。
【請求項１４】
　請求項１３に記載のプラズマディスプレイパネル用光学フィルタが画像表示ガラス板の
表面に貼り合わされていることを特徴とするプラズマディスプレイパネル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プラズマディスプレイパネル（ＰＤＰ）に対して、反射防止、近赤外線遮断
等の各種機能を有する光学フィルタ、及びこの光学フィルタを備えたプラズマディスプレ
イパネルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＰＤＰには通常必ず前面フィルタが使用される。この前面フィルタは、近赤外線カット
、色再現性向上（発光色純度向上）、電磁波シールド、明所コントラスト向上（反射防止
）、発光パネルの保護、発光パネルからの熱遮断等を目的としている。
【０００３】
　ＰＤＰの発光パネルの発する近赤外線は、家庭用テレビやビデオ等に使用されるリモコ
ンに誤作動を与えることを避けるために、これを低減することが必要である。またＰＤＰ
の発光パネルの発する電磁波は、人体や精密機器への悪影響を避けるためにこれを低減す
ることも必要である。またＰＤＰの発光パネルからの発光を、人間の視覚にとって自然な
色に感じられるように、フィルタでの補正によって色再現性向上（発光色純度向上）の工
夫も求められている。さらにディスプレイの表示は、明るい室内等の明所においても外部
からの光の反射等によって妨げられることなく、十分なコントラストで視認されることが
望ましい。加えて、ディスプレイ製品に直接に手で触れたような場合でも、使用者がその
高温に驚かされるような事態を避けるために、ＰＤＰの発光パネルの発する熱が遮断され
ることが望ましい。
【０００４】
　上記の目的に沿った典型的なＰＤＰ用光学フィルタとして、一般に、反射防止、近赤外
線遮断、電磁波遮蔽等の各種機能を有する光学フィルタが用いられている。しかしながら
、実際は、それぞれの機能を有する光学フィルタ及び２個の機能を有する光学フィルタを
、適宜組み合わせて貼り合わせることによりＰＤＰ用光学フィルタとして使用されている
。
【０００５】
　例えば、反射防止と近赤外線遮断の機能を有する光学フィルタとして、特許文献１（特
開２００５－１８９７３８号公報）に、反射防止機能を有する表面層（Ａ）、基材フィル
ム（Ｂ）、近赤外線吸収層（Ｃ）が順次積層されてなり、近赤外線吸収層（Ｃ）が、波長
８００～１０００ｎｍの近赤外線吸収領域に極大吸収を有する色素、およびＨＬＢが２～
１２の界面活性剤を含有している近赤外線吸収フィルタが開示されている。反射防止機能
を有する表面層（Ａ）、即ち反射防止層は、ハードコート層、高屈折率層及び低屈折率層
がこの順で積層された３層構造を有するものである。ハードコート層は光硬化性樹脂層が
、低屈折率層、高屈折率層には、塗布層、蒸着層等が挙げられている。
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－１８９７３８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
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　反射防止と近赤外線遮断の機能を有するプラズマディスプレイパネル用光学フィルタと
しては、できるだけ簡単な構成で、両方の機能の特に優れたものが求められるのは当然で
ある。そのためには、反射防止層、近赤外線吸収層、透明基板、透明粘着剤層が、相互に
補完しながら一体となって、優れた機能を発揮する必要がある。特許文献１に記載の光学
フィルタは、近赤外線吸収層については規定されているが、他の構成、例えば透明基板、
中間層、ハードコート層等についての屈折率の関係等については細かな配慮がされておら
ず、このため反射防止性、近赤外線遮断性、さらには耐久性において十分とは言えない。
【０００８】
　本発明者の検討によると、近赤外線吸収層としては、８００～１２００ｎｍの波長範囲
及び５８０～６０５ｎｍの波長範囲に吸収極大を有する色素を用いることにより、近赤外
線の遮断を低濃度の色素で達成し易いことを見いだした。しかしながら、透明基板、中間
層、ハードコート層の屈折率、層厚の関係により、他の特性（反射特性、耐久性等）が低
下する場合があることから、このような近赤外線吸収層の特性を維持しながら、他の特性
を低下させることのないように近赤外線吸収層以外の層、基板の設計をする必要があるこ
とが明らかとなった。
【０００９】
　従って、本発明の目的は、簡易に製造することができ、優れた反射防止性、近赤外線遮
断性を有し、干渉縞の発生がほとんど無い、プラズマディスプレイパネル用光学フィルタ
に用いられる反射防止・近赤外線遮断フィルタを提供することにある。
【００１０】
　また、本発明の目的は、簡易に製造することができ、優れた反射防止性、近赤外線遮断
性を有し、干渉縞の発生がほとんど無く、さらに耐久性においても向上した、プラズマデ
ィスプレイパネル用光学フィルタに用いられる反射防止・近赤外線遮断フィルタを提供す
ることにある。
【００１１】
　さらに、本発明の目的は、簡易に製造することができ、優れた反射防止性、近赤外線遮
断性を有し、干渉縞の発生がほとんど無く、またＰＤＰに装着した際コントラストの良好
な映像を提供でき、さらに耐久性においても向上した、プラズマディスプレイパネル用光
学フィルタに用いられる反射防止・近赤外線遮断フィルタを提供することにもある
　また本発明の目的は、上記の特性を備えたプラズマディスプレイパネル用光学フィルタ
を提供することにもある。
【００１２】
　さらにまた本発明の目的は、上記の特性を備えたプラズマディスプレイパネル用光学フ
ィルタ付きプラズマディスプレイパネルを提供することにもある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者等は、上記目的が、
　透明基材の一方の表面に、中間層、ハードコート層、ハードコート層よりも屈折率の低
い低屈折率層がこの順で設けられ、且つ透明基材の他方の表面に近赤外線吸収層が設けら
れた反射防止・近赤外線遮断フィルタであって、
　次式（１）～（４）：
　ｎ1＞ｎ2＞ｎ3　　　　（１）
　｜　ｎ2－（ｎ1＋ｎ3）／２　｜　≦　０．０７　　　　（２）
　１．５６≦ｎ1≦１．７１　　　　（３）
　１．５０≦ｎ2≦１．７０　　　　（４）
　（但し、ｎ1は透明基材の屈折率、ｎ2は中間層の屈折率、そしてｎ3はハードコート層
の屈折率である）
を満たし、
　中間層の厚さｄ（ｎｍ）が、６５～１０３ｎｍの範囲にあり、そして
　近赤外線吸収層に含まれる１種以上の色素が、８００～１２００ｎｍの波長範囲及び５
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８０～６０５ｎｍの波長範囲に吸収極大を有していることを特徴とするプラズマディスプ
レイパネル用光学フィルタに用いられる反射防止・近赤外線遮断フィルタによって達成さ
れることを見いだした。
【００１４】
　本発明のプラズマディスプレイパネル用光学フィルタに用いられる反射防止・近赤外線
遮断フィルタの好適態様は以下の通りである。
【００１５】
（１）近赤外線吸収層の上に透明粘着剤層が設けられていることが好ましい。ＰＤＰ表示
面或いは他の光学フィルタとの貼付が容易となる。
　上記透明粘着剤層が、ポリマー及び可視光透過率を低下させるための色素を含んでいる
。本発明の反射防止・近赤外線遮断フィルタにおいては、このような色素を透明粘着剤層
に含有させることにより可視光透過率を容易に調整することができ、これによりＰＤＰに
装着した際に得られる映像をコントラストの良い見易いものとすることができる。
　透明粘着剤層は、可視光透過率を低下させるための色素をポリマーに対して０．０１～
０．５質量％、特に０．０５～０．１５質量％含んでいることが好ましい。
（２）近赤外線吸収層に含まれる１種以上の色素が、８００～１２００ｎｍの波長範囲に
吸収極大を有する１種以上の色素、及び５８０～６０５ｎｍの波長範囲に吸収極大を有す
る１種以上の色素からなる。
（３）近赤外線吸収層に含まれる色素として、ジインモニウム系色素を含む。ジインモニ
ウム系色素は、一般に８００～１２００ｎｍの波長範囲に吸収極大を有する。近赤外線遮
断効果が大きい。近赤外線吸収層がジインモニウム塩系色素を含む場合、ニッケル錯体化
合物（例、ビス（ジチオベンジル）ニッケル錯体）を含んでいないことが好ましい。ニッ
ケル錯体化合物は、ジインモニウム系色素を変質させる傾向があるためである。
（４）中間層、ハードコート層、及び低屈折率層が、いずれも塗布層である。生産性が向
上する。
（５）ハードコート層の屈折率ｎ3が１．４９～１．６０の範囲にある。反射防止性が向
上する。
（６）透明基板としてＰＥＴフィルムが使用され、中間層の屈折率ｎ2が１．６５以下の
値である。反射防止性が向上する。
（７）透明基板として一般に透明フィルムが使用されるが、フィルム中に紫外線吸収剤を
含有していることが好ましい。これにより近赤外線吸収層の色素劣化を有効に防止するこ
とができる。
　近赤外線吸収層の色素として、ジインモニウム系色素を用いた場合、紫外線吸収剤とし
ては、環状イミノエステル系、特に２，２'－（１，４－フェニレン）ビス（４Ｈ－３，
１－ベンズオキサジノン－４－オン）を用いることが好ましい。
（８）ハードコート層が、紫外線硬化性樹脂を含む組成物の硬化層である。生産性が向上
する。
【００１６】
　本発明は、上記の反射防止・近赤外線遮断フィルタを含むプラズマディスプレイパネル
用光学フィルタにもある。
【００１７】
　また本発明は、上記のプラズマディスプレイパネル用光学フィルタが画像表示ガラス板
の表面に貼り合わされていることを特徴とするプラズマディスプレイパネルにもある。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明の反射防止・近赤外線遮断フィルタは、プラズマディスプレイパネル（ＰＤＰ）
用光学フィルタに好適に使用することができる反射防止と近赤外線遮断機能を有するフィ
ルムである。即ち、本発明の反射防止・近赤外線遮断フィルタは、前記のように特定の近
赤外線吸収層そして特定の反射防止層等（中間層、ハードコート層、低屈折率層）を一枚
の透明基板上に有しており、簡易に製造することができると共に、ＰＤＰ用光学フィルタ
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としての優れた特性（例、干渉縞の発生がほとんど無い、ＰＤＰに装着した際の映像がコ
ントラストの良く見やすい、向上した耐久性）を、各層が相互に特性を補完しながら獲得
している。
【００１９】
　特に、透明粘着剤層に、可視光線をカットする色素を導入することにより、自然な色調
の映像の鑑賞を可能とする。
【００２０】
　従って、上記の特性を備えたプラズマディスプレイパネル用光学フィルタを備えたプラ
ズマディスプレイパネルは、コントラストの優れた映像が提供され得るもので、且つ耐久
性にも優れていると言える。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　本発明の、ＰＤＰ用光学フィルタに使用される反射防止・近赤外線遮断フィルタは、１
枚の透明基板に、反射防止機能層と近赤外線吸収機能層が設けられた基本構造を有してい
る。
【００２２】
　以下に図面を参照して本発明の実施の形態を詳細に説明する。
【００２３】
　図１は本発明の反射防止・近赤外線遮断フィルタの好ましい実施の形態の一例を示す断
面図である。図１において、透明基板１１の一方の表面に、透明基板に対して良好な接着
性を有する中間層１２、透明基板を保護するためのハードコート層１３、及びハードコー
ト層よりも屈折率の低い低屈折率層１４が順に積層され、透明基板１１の他方の表面には
、近赤外線吸収層１５及びその上に透明粘着剤層１６が積層されている。ＰＤＰディスプ
レイに貼付する場合、このフィルタ又はこのフィルタを有する光学フィルタは、低屈折率
層１４側から外光が入射するように配置して貼付される。透明粘着剤層１６は無くても良
いが、設けられていることが好ましい。ＰＤＰ表示面或いは他の光学フィルタとの貼付が
容易となる。上記透明粘着剤層が、可視光透過率を低下させるための色素を含んでいるこ
とが好ましく、これにより映像をコントラストの良好な見易いものとすることができる。
近赤外線吸収層１５の上に、色調補正層等を設けても良い。さらに電磁波遮断層が必要な
場合は、例えば、透明粘着剤層及び電磁波遮断層を有する透明基板を、電磁波遮断層と透
明粘着剤層１６が対向するように透明粘着剤層１６上に貼付する。透明基板１１は、一般
に透明プラスチックフィルムである。
【００２４】
　本発明では、透明基板１１、中間層１２及びハードコート層１３が、次式（１）～（４
）：
　ｎ1＞ｎ2＞ｎ3　　　　（１）
　｜　ｎ2－（ｎ1＋ｎ3）／２　｜　≦　０．０７　　　　（２）
　１．５６≦ｎ1≦１．７１　　　　（３）
　１．５０≦ｎ2≦１．７０　　　　（４）
（但し、ｎ1は透明基材の屈折率、ｎ2は中間層の屈折率、ｎ3はハードコート層の屈折率
である）
を満たし、且つ、中間層１２の厚さｄ（ｎｍ）が、６５～１０３ｎｍの範囲にある。
【００２５】
　即ち、本発明の反射防止層（中間層、ハードコート層及び低屈折率層）の内中間層及び
ハードコート層と、透明基板とが、上記の屈折率、及び相対的な屈折率関係を有している
。このような屈折率関係を選択して、中間層の厚さと組み合わせることにより本発明の、
反射防止効果、干渉縞低減効果等を発揮することができる。特に式（１）、（２）が、従
来にない特有な関係を示し、このような関係が、本発明の透明基板の一方の表面に反射防
止機能を有し、他方の表面に近赤外線遮蔽機能を有する場合に、それぞれの特性に相互に
悪影響を与えることなく、むしろ相互に補完して、全体として良好な特性を示す。
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【００２６】
　上式において、透明基板の屈折率ｎ1は一般に１．５６～１．７１の範囲、好ましくは
１．６０～１．６６の範囲、特に１．６４～１．６５の範囲が好ましい。中間層の屈折率
ｎ2は、一般に１．５０～１．７０の範囲、好ましくは１．５４～１．６５の範囲、特に
１．５５～１．６２の範囲が好ましい。このような範囲を選択して、中間層の厚さと組み
合わせることにより特に干渉縞低減効果を発揮することができる。
【００２７】
　上記の中間層の厚さｄ（ｎｍ）の範囲は、さらに６５～７７ｎｍの範囲、７８～９３ｎ
ｍの範囲、または８８～１０３ｎｍの範囲のいずれかをとることが好ましい。この３つの
範囲は、３波長型の蛍光灯の備えるＲＧＢの各領域に相当する３つの光のピーク波長領域
（例えば、４５０ｎｍ付近、５４５ｎｍ付近、６１０ｎｍ付近の３つの波長領域）に対応
したものであり、このような厚さｄ（ｎｍ）とすることによって、各特定ピーク波長にお
いて反射する光が打ち消しあうことが可能となる。そのために、反射防止・近赤外線遮断
フィルタの全体の設計において、特に障害となる各特定のピーク波長に対応した干渉縞を
、劇的に低減することが可能となる。
【００２８】
　この中間層の厚さｄ（ｎｍ）は、次式（５）：
　ｄ＝λ／（４×ｎ2）　　　　（５）
　（但し、λは干渉縞低減の標的とする光の波長（ｎｍ）である）
によって求められた値と対応する範囲となっている。すなわち、本発明の上記中間層の厚
さｄ（ｎｍ）の範囲をなす３つの範囲は、上記の式（５）の光の波長λ（ｎｍ）として、
本発明で考慮している３波長型の蛍光灯の備えるＲＧＢの各領域に相当する３つの光のピ
ーク波長領域、すなわち４５０ｎｍ付近、５４５ｎｍ付近、６１０ｎｍ付近の３つの波長
領域に対応した値を選択して適用することにより、求めることができる範囲である。この
３波長型の蛍光灯の備えるＲＧＢの各領域に相当する３つの光のピーク波長の値は、それ
ぞれの蛍光灯の設計によって若干異なってくるが、それに対応させた値を上記の式（５）
に適用することも当然に可能である。ピーク波長の真の中心の値から意図的にずらした値
を上記の式（５）に適用することも当然に可能である。
【００２９】
　上記中間層の厚さｄ（ｎｍ）は６５～１０３ｎｍの範囲の範囲にある値とすることがで
きるが、その内実である６５～７７ｎｍの範囲、７８～９３ｎｍの範囲、及び８８～１０
３ｎｍの範囲から、さらに以下のように選択した範囲にある値とすることが可能である。
【００３０】
　上記中間層の厚さｄ（ｎｍ）の６５～７７ｎｍの範囲は、好ましくは６８～７５ｎｍの
範囲、特に好ましくは７０～７３ｎｍの範囲とすることにより、４５０ｎｍを中心とした
特定ピーク波長に対して、干渉縞の発生を効果的に抑制することが可能である。
【００３１】
　上記中間層の厚さｄ（ｎｍ）の７8～９３ｎｍの範囲は、好ましくは８３～９１ｎｍの
範囲、特に好ましくは８５～８９ｎｍの範囲とすることにより、５４５ｎｍを中心とした
特定ピーク波長に対して、干渉縞の発生を効果的に抑制することが可能である。
【００３２】
　上記中間層の厚さｄ（ｎｍ）の８８～１０３ｎｍの範囲は、好ましくは９２～１０１ｎ
ｍの範囲、特に好ましくは９４～９９ｎｍの範囲とすることにより、６１０ｎｍを中心と
した特定ピーク波長に対して、干渉縞の発生を効果的に抑制することが可能である。
【００３３】
　上記中間層の屈折率ｎ2は、一般に１．５０～１．７０の範囲、好ましくは１．５４～
１．６５の範囲、特に１．５５～１．６２の範囲が好ましい。このような範囲を選択して
、中間層の厚さと組み合わせることにより本発明の干渉縞低減効果を発揮することができ
る。
【００３４】
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　また上記中間層の屈折率ｎ2の値は、上記式（２）において、次式：
｜　ｎ2－（ｎ1＋ｎ3）／２　｜
で求められる値が一般に０．０７以下、好ましくは０．０５以下、特に０．０３以下とな
る値であることが好ましい。この基準に従って中間層の屈折率ｎ2の値を設定して各層の
屈折率の差を小さくすることで、干渉縞発生抑止効果と反射防止効果とを特に高めた反射
防止・近赤外線遮蔽フィルタを得ることができる。
【００３５】
　上記中間層の材料としては、上述した本発明の各層間の屈折率の関係を達成できるよう
な屈折率を有するものであって所定の厚さで接着力を有するものであれば特に制限無く使
用可能である。好適な例として、アクリル系樹脂（特にイオウ変性したアクリル系樹脂を
含む）、ＥＶＡ（エチレン酢酸ビニル共重合体）、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂
ポリビニルアセタール系樹脂（例えば、ポリビニルホルマール、ポリビニルブチラール（
ＰＶＢ樹脂）、変性ＰＶＢ）、塩化ビニル樹脂を挙げることができる。特にアクリル系樹
脂（特にイオウ変性したアクリル系樹脂）、ＥＶＡ、ポリエステル樹脂及びポリウレタン
樹脂が好ましい。
【００３６】
　上記アクリル系樹脂としては、メタクリル酸メチル、メタクリル酸ブチル、アクリル酸
ブチル、アクリル酸２－ヒドロキシエチル等の（メタ）アクリル酸エステルと、アクリル
酸、メタクリル酸等のコモノマーとの共重合体；或いは、これらの共重合体の側鎖にカル
ボキシル基、水酸基、メチロール基、グリシジル基等の官能基を導入し、テトラメチレン
ジイソシアネート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート等の脂肪族イソシアネー
ト、或いはＴＤＩ（トリレンジイソシアネート）、ＭＤＩ（ジフェニルメタンジイソシア
ネート）、ＮＤＩ（ナフタレンジイソシアネート）等の芳香族イソシアネートで架橋して
得られるアクリルウレタン樹脂を挙げることができ、特に好適な例としては、アクリル系
樹脂モノマーとしてイオウ原子を有する官能基を有するモノマーを使用して重合反応させ
、あるいはアクリル系樹脂ポリマーの官能基にイオウ原子を有する化合物を反応させるこ
とにより得られる、イオウ変性したアクリル系樹脂を挙げることができる。
【００３７】
　また、ＥＶＡ樹脂を使用する場合、接着力向上の目的で、ＥＶＡ樹脂にシランカップリ
ング剤を添加することができる。この目的に供されるシランカップリング剤としては公知
のもの、例えばγ－クロロプロピルトリメトキシシラン；ビニルトリクロロシラン；ビニ
ルトリエトキシシラン；ビニル－トリス－（β－メトキシエトキシ）シラン；γ－メタク
リロキシプロピルトリメトキシシラン；β－（３，４－エトキシシクロヘキシル）エチル
トリメトキシシラン；γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン；ビニルトリアセト
キシシラン；γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン；γ－アミノプロピルトリメト
キシシラン；Ｎ－β－（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシラン等を挙
げることができる。これらのシランカップリング剤の配合量は、一般にＥＶＡ樹脂１００
質量部に対して５質量部以下、好ましくは０．１～２質量部である。
【００３８】
　更に、ＥＶＡ樹脂のゲル分率を向上させ、耐久性を向上するためにＥＶＡ樹脂に架橋助
剤を添加することができる。この目的に供される架橋助剤としては、公知のものとしてト
リアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレート等の３官能の架橋助剤の他、ＮＫエ
ステル（商品名）等の単官能の架橋助剤等も挙げることができる。これらの架橋助剤の配
合量は、一般にＥＶＡ樹脂１００質量部に対して１０質量部以下、好ましくは１～５質量
部である。
【００３９】
　更に、ＥＶＡ樹脂の安定性を向上する目的でハイドロキノン；ハイドロキノンモノメチ
ルエーテル；ｐ－ベンゾキノン；メチルハイドロキノンなどを添加することができ、これ
らの配合量は、一般にＥＶＡ樹脂１００質量部に対して５質量部以下である。
【００４０】
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　上記のポリエステル樹脂は、分岐したグリコールを構成成分とする。ここでいう「分岐
したグリコール」としては、例えば、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール、２
－メチル－２－エチル－１，３－プロパンジオール、２－メチル－２－ブチル－１，３－
プロパンジオール、２－メチル－２－プロピル－１，３－プロパンジオール、２－メチル
－２－イソプロピル－１，３－プロパンジオール、２－メチル－２－ｎ－ヘキシル－１，
３－プロパンジオール、２、２－ジエチル－１，３－プロパンジオール、２－エチル－２
－ｎ－ブチル－１，３－プロパンジオール、２－エチル－２－ｎ－ヘキシル－１，３－プ
ロパンジオール、２、２－ジ－ｎ－ブチル－１，３－プロパンジオール、２－ｎ－ブチル
－２－プロピル－１，３－プロパンジオール、２、２－ジ－ｎ－ヘキシル－１，３－プロ
パンジオール等を挙げることができる。
【００４１】
　分岐したグリコールは全多価アルコール中、好ましくは１０モル％以上の割合で、さら
に好ましくは２０モル％以上の割合で用いられる。分岐したグリコール以外の多価アルコ
ールとしては、エチレングリコールが最も好ましい。少量であれば、ジエチレングリコー
ル、プロピレングリコール、ブタンジオール、ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサ
ンジメタノールなどを用いても良い。
【００４２】
　上記ポリエステル樹脂を合成するための多価カルボン酸としては、テレフタル酸および
イソフタル酸が最も好ましい。少量であれば、ジフェニルカルボン酸、２，６－ナルタレ
ンジカルボン酸等の芳香族ジカルボン酸などを加えて共重合させてもよい。上記多価ジカ
ルボン酸の他に、水分散性を付与させるため、スルホン酸基を有するジカルボン酸等を１
～１０モル％の範囲で使用するのが好ましい。
【００４３】
　上記のポリウレタン系樹脂とは、例えば、ブロック型イソシアネート基を含有する樹脂
であって、末端イソシアネート基が親水性基で封鎖（以下、「ブロック」という）された
熱反応型の水溶性ポリウレタン等を挙げることができる。イソシアネート基のブロック化
剤としては、重亜硫酸塩類、スルホン酸基を含有するフェノール類、アルコール類、ラク
タム類、オキシム類、活性メチレン化合物類等を挙げることができる。上記ブロック化剤
の中でも、熱処理温度、熱処理時間が適当で、工業的に広く用いられるものとして、重亜
硫酸塩類が特に好ましい。
【００４４】
　ブロック化されたイソシアネート基は、ウレタンプレポリマーを親水化あるいは水溶化
する。そしてフィルム製造時の乾燥あるいは熱セット過程で、熱エネルギーが与えられる
と、ブロック化剤がイソシアネート基から外れるため、自己架橋して網目を形成し、この
網目に、混合した上記共重合ポリエステル樹脂を固定化する。また、共重合ポリエステル
樹脂の末端基などとも反応する。
【００４５】
　中間層形成用塗布液の調製中では、上記ポリウレタン樹脂は親水性であるため耐水性が
悪いが、塗布、乾燥、熱セットして熱反応が完了すると、ポリウレタン樹脂の親水性基（
すなわちブロック化剤）が外れるため、耐水性が良好な層が形成される。
【００４６】
　上記ポリウレタン樹脂に使用されるウレタンプレポリマーは、（１）分子内に２個以上
の活性水素原子を有する有機ポリイソシアネート、あるいは分子内に２個の活性水素原子
を有し、分子量が２００～２０，０００の化合物、（２）分子内に２個以上のイソシアネ
ート基を有する有機ポリイソシアネート、（３）分子内に少なくとも２個の活性水素原子
を有する鎖伸長剤、を反応して得られる化合物であり、末端イソシアネート基を有してい
る。
【００４７】
　（１）の化合物として一般に知られているのは、末端または分子鎖中に２個以上のヒド
ロキシル基、カルボキシル基、アミノ基あるいはメルカプト基を含むものであり、特に好
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ましい化合物としては、ポリエーテルポリオール、ポリエステルポリオール、ポリエーテ
ルエステルポリオール等を挙げることができる。
【００４８】
　ポリエーテルポリオールとしては、例えば、エチレンオキシド、プロピレンオキシド等
のアルキレンオキシド類；スチレンオキシド；エピクロルヒドリン；等の化合物の重合体
、またはそれらのランダム共重合体、それらのブロック共重合体、それらの化合物の多価
アルコールへの付加重合して得られる重合体がある。
【００４９】
　ポリエステルポリオール及びポリエーテルエステルポリオールとしては、主として直鎖
状あるいは分岐状の化合物が挙げられる。コハク酸、アジピン酸、フタル酸、無水マレイ
ン酸等の多価の飽和または不飽和カルボン酸、あるいは該カルボン酸無水物等の多価カル
ボン酸類と、エチレングリコール、ジエチレングリコール、１，４－ブタンジオール、ネ
オペンチルグリコール、１，６－ヘキサンジオール、トリメチロールプロパン等の多価の
飽和または不飽和のアルコール類、比較的低分子量のポリエチレングリコール、比較的低
分子量のポリプロピレングリコール等のポリアルキレンエーテルグリコール類、あるいは
それらアルコール類の混合物等の多価アルコール類とを縮合することにより得ることがで
きる。さらにポリエステルポリオールとしてはラクトンおよびヒドロキシ酸から得られる
ポリエステル類も挙げられる。この他、ポリエーテルエステルポリオールとしては、予め
製造されたポリエステル類に、エチレンオキシドあるいはプロピレンオキシド等を付加せ
しめたポリエーテルエステル類も使用することができる。
【００５０】
　上記（２）の有機ポリイソシアネートとしては、トリレンジイソシアネートの異性体類
、４，４－ジフェニルメタンジイソシアネート等の芳香族ジイソシアネート類；キシリレ
ンジイソシアネート等の芳香族脂肪族ジイソシアネート類；イソホロンジイソシアネート
、４，４－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネートなどの脂環式ジイソシアネート類；
ヘキサメチレンジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネ
ートなどの脂肪族ジイソシアネート類；又はこれらの化合物を単一あるいは複数混合して
、トリメチロールプロパン等と付加させたポリイソシアネート類；等を挙げることができ
る。
【００５１】
　上記（３）の鎖伸長剤としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、１，４
－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール等のグリコール類；グリセリン、トリメチ
ロールプロパン、ペンタエリスリトール等の多価アルコール類；エチレンジアミン、ヘキ
サメチレンジアミン、ピペラジン等のジアミン類；モノエタノールアミン、ジエタノール
アミンなどのアミノアルコール類；チオジエチレングルコール等のチオジグリコール類；
水；等を挙げることができる。
【００５２】
　上記のウレタンポリマーを合成するには、通常、上記鎖伸長剤を用いた一段式あるいは
多段式イソシアネート重付加方法により、１５０℃以下、好ましくは７０～１２０℃の温
度において、５分～数時間反応させる。活性水素原子に対するイソシアネート基の比は、
１以上であれば自由に選択できるが、得られるウレタンプレポリマー中に遊離のイソシア
ネート基が残存することが必要である。さらに遊離のイソシアネート基の含有量は１０質
量％以下であればよいが、ブロック化された後のウレタンポリマー水溶液の安定性を考慮
すると、７質量％以下であるのが好ましい。
【００５３】
　得られたウレタンプレポリマーは、ブロック化剤（好ましくは重亜硫酸塩）を用いてブ
ロック化を行う。重亜硫酸塩を用いる場合では、重亜硫酸塩水溶液と混合し、約５分～１
時間、よく攪拌しながら反応を進行させる。反応温度は６０℃以下とするのが好ましい。
その後、水で希釈して適当な濃度にし、熱反応型水溶性ウレタン組成物とする。この組成
物は使用する際、適当な濃度および粘度に調整する。上記組成物は、通常８０～２００℃
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前後に加熱すると、ブロック化剤の重亜硫酸塩が解離し、活性なイソシアネート基が再生
するために、プレポリマーの分子内あるいは分子間で起こる重付加反応によってポリウレ
タン重合体が生成したり、他の官能基への付加を起こす性質を有するようになる。
【００５４】
　上記のブロック型イソシアネート基を有するポリウレタン樹脂の例としては、第一工業
製薬（株）製のエラストロン（商品名）を挙げることができる。エラストロンは、重亜硫
酸ソーダによってイソシアネート基をブロックしたものであり、分子末端に強力な親水性
を有するカルバモイルスルホネート基が存在するため、水溶性となっている。
【００５５】
　中間層を形成するために、上記ポリエステル樹脂（ａ）と上記ポリウレタン樹脂（ｂ）
を併用する場合、その中間層形成用塗布液を調製する際の、上記ポリエステル樹脂（ａ）
と上記ポリウレタン樹脂（ｂ）との質量比は、（ａ）：（ｂ）＝９０：１０～１０：９０
とすることが好ましく、（ａ）：（ｂ）＝８０：２０～２０：８０とすることがより好ま
しい。
【００５６】
　中間層を形成するための塗布液には、熱架橋反応を促進させる場合は、触媒を添加して
もよい。触媒としては、例えば、無機物質、塩類、有機物質、アルカリ性物質、酸性物質
および含金属有機化合物など、種々の化学物質が用いられる。また水溶液のｐＨを調節す
るために、アルカリ性物質あるいは酸性物質を添加してもよい。
【００５７】
　中間層形成用塗布液には、その効果を損なわない範囲で帯電防止剤、顔料、有機フィラ
ー、潤滑剤などの種々の添加剤を混合してもよい。さらに、塗布液が水性であるため、そ
の効果を損なわない範囲で、更なる性能向上のために、他の水溶性樹脂、水分散性樹脂、
エマルジョンなどを塗布液に添加してもよい。
【００５８】
　中間層形成用塗布液を透明基板（通常透明フィルム）に塗布するには、公知の任意の方
法で行うことができる。例えば、リバースロールコート法、グラビアコート法、キスコー
ト法、ロールブラッシュ法、スプレーコート法、エアナイフコート法、ワイヤーバーバー
コート法、パイプドクター法、含浸・コート法、カーテンコート法等を挙げることができ
る。
【００５９】
　上記の中間層１２は、透明基板１３上に形成されている。この透明基板の屈折率、材料
、厚さ等に関して、以下に説明する。
【００６０】
　上記透明基板の屈折率ｎ1は一般に１．５６～１．７１の範囲、好ましくは１．６０～
１．６６の範囲、特に１．６４～１．６５の範囲が好ましい。このような比較的低い範囲
の屈折率の透明基板を使用することにより、比較的低い範囲の屈折率のハードコート層の
使用を可能としつつ、干渉縞を効果的に打ち消すことができる本発明の優位性が特に発揮
できる。
【００６１】
　上記透明基板の材料としては、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレン
ナフタレート（ＰＥＮ）、アクリル樹脂、ポリカーボネート；ポリテトラフルオロエチレ
ン（ＰＴＦＥ）、４－フッ化エチレン－パークロロアルコキシ共重合体（ＰＦＡ）、４－
フッ化エチレン－６－フッ化プロピレン共重合体（ＦＥＰ）、２－エチレン－４－フッ化
エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）、ポリ３－フッ化塩化エチレン（ＰＣＴＦＥ）、ポリフッ
化ビニリデン（ＰＶＤＦ）及びポリフッ化ビニル（ＰＶＦ）等のフッ素樹脂等の各プラス
チックフィルムを挙げることができる。ＰＥＴフィルムが、透明性や可撓性の点から特に
好ましく、本発明は、屈折率１．６５のＰＥＴに適合した好適な実施が可能である。本発
明の好適な実施の態様において、ＰＥＴフィルムを使用する場合には、ＰＥＴフィルムの
屈折率に対応して中間層の屈折率ｎ2は１．６５以下の値とする。
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【００６２】
　上記透明基板の厚さは、６～２５０μｍ程度であることが好ましい。
【００６３】
　上記透明基板であるプラスチックフィルムには、特に近赤外線吸収層の色素を保護する
ために、紫外線吸収剤を含んでいることが好ましい。紫外線吸収剤としては、例えば、２
－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフェノン；２－ヒドロキシ－４－メトキシ－５－ス
ルフォベンゾフェノン等のベンゾフェノン系；２－（２'－ヒドロキシ－５－メチルフェ
ニル）ベンゾトリアゾール等のベンゾトリアゾール系；フェニルサルシレート；ｐ－ｔ－
ブチルフェニルサルシレート等のヒンダートアミン系；２，２'－（１，４－フェニレン
）ビス（４Ｈ－３，１－ベンズオキサジノン－４－オン）等の環状イミノエステル系等を
挙げることができる。特に、ベンゾトリアゾール系、環状イミノエステル系が好ましい。
プラスチックフィルム中に、０．２～３質量％、特に０．５～１．５質量％含有している
ことが好ましい。これにより、近赤外線吸収層の色素の光劣化を抑制することができ、近
赤外線遮蔽効果を高度に且つ長期に保持することができる。
【００６４】
　さらに、老化防止剤、例えばアミン系；フェノール系；ビスフェニル系；ヒンダートア
ミン系があり、例えばジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール；ビス（２，２，６，６－テトラ
メチル－４－ピペラジル）セバケート等を含有していても良い。
【００６５】
　上記透中間層１３の上には、ハードコート層１２が設置されている。上記ハードコート
層の屈折率、材料、厚さ等について以下に説明する。
【００６６】
　上記ハードコート層の屈折率ｎ3は一般に１．４９～１．６０の範囲、好ましくは１．
５１～１．５８の範囲、特に１．５３～１．５６の範囲が好ましい。このような範囲から
選択された屈折率を使用することにより、本発明の好適な実施が可能である。このような
比較的低い範囲の屈折率のハードコート層を使用することにより、ハードコート層への多
量の充填剤の使用をすることなく、製造費用の上昇をもたらすことがないという本発明の
反射防止・近赤外線遮断フィルタの優位性を発揮することができる。
【００６７】
　上記ハードコート層は、熱硬化性樹脂又は紫外線硬化性樹脂の硬化膜からなる層であり
、特に紫外線硬化性樹脂を用いることにより極めて容易に、ハードコート層を透明基板上
に設けることができる。
【００６８】
　熱硬化性樹脂としては、熱硬化型シリコーン組成物（例えば有機ポリシロキサン形成す
るメチルトリメトキシシラン）が好ましく、シラノール基の脱水縮合に３次元架橋がなさ
れ、高硬度の被膜が得られる。一般に、８０～２２０℃にて、１０分～１時間加熱するこ
とにより硬化させることができる。
【００６９】
　また硬化性樹脂として、エチレン性二重結合（好ましくはアクリロイル基又はメタクリ
ロイル基）を有する樹脂又はオリゴマーを使用することができ、これは一般に光硬化する
ことによりハードコート層とすることができる。
【００７０】
　あるいは、ハードコート層は、シリカ微粒子を含有する硬化性樹脂の硬化被膜からなる
層であることも好ましい。特に紫外線硬化性樹脂を用いることにより極めて容易にハード
コート層を透明基板上に設けることができる。
【００７１】
　上記シリカ微粒子の一次粒径が１～２００ｎｍの範囲にあることが好ましい。
【００７２】
　好適な実施の態様において、ハードコート層には、この金属酸化物微粒子としては、Ｉ
ＴＯ（酸化インジウム／酸化錫）、ＡＴＯ（酸化アンチモン／酸化錫）、Ｓｂ2Ｏ3、Ｓｂ
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Ｏ2、Ｉｎ2Ｏ3、ＳｎＯ2、ＺｎＯ、ＴｉＯ2、ＺｒＯ2、ＣｅＯ2、Ａｌ2Ｏ3、Ｙ2Ｏ3、Ｌ
ａ2Ｏ3、ＬａＯ2及びＨｏ2Ｏ3等を挙げることができ、単独又は２種以上の組み合わせて
使用可能である。ＩＴＯ、ＡＴＯ、Ｓｂ2Ｏ3、ＳｂＯ2、Ｉｎ2Ｏ3、ＳｎＯ2、ＺｎＯは、
導電性をハードコート層に付与するために特に有用であり、ＴｉＯ2、ＺｒＯ2、ＣｅＯ2

、Ａｌ2Ｏ3、Ｙ2Ｏ3、Ｌａ2Ｏ3、ＬａＯ2及びＨｏ2Ｏ3は、ハードコート層の屈折率を高
くするために特に有用である。これによってハードコート層の屈折率を調整することがで
き、導電性を付与することで帯電を防止することができる。
【００７３】
　上記紫外線硬化性樹脂は公知の紫外線硬化性樹脂（重合性オリゴマー、多官能性モノマ
ー、単官能性モノマー、光重合開始剤、添加剤等を含む）を使用することができる。
【００７４】
　紫外線硬化性樹脂（多官能性及び単官能性モノマー、オリゴマー）としては、例えば、
２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレ
ート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシルポリエトキシ（
メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレー
ト、フェニルオキシエチル（メタ）アクリレート、トリシクロデカンモノ（メタ）アクリ
レート、ジシクロペンテニルオキシエチル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリ
ル（メタ）アクリレート、アクリロイルモルホリン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、２－ヒ
ドロキシ－３－フェニルオキシプロピル（メタ）アクリレート、ｏ－フェニルフェニルオ
キシエチル（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ネ
オペンチルグリコールジプロポキシジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシピバリン酸ネオ
ペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジメチロールジ（メタ）
アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ノナンジオールジ（
メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリス
リトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート
、トリス〔（メタ）アクリロキシエチル〕イソシアヌレート、ジトリメチロールプロパン
テトラ（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリレートモノマー類；
　ポリオール化合物（例えば、エチレングリコール、プロピレングリコール、ネオペンチ
ルグリコール、１，６－ヘキサンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１
，９－ノナンジオール、２－エチル－２－ブチル－１，３－プロパンジオール、トリメチ
ロールプロパン、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ポリプロピレングリ
コール、１，４－ジメチロールシクロヘキサン、ビスフェノールＡポリエトキシジオール
、ポリテトラメチレングリコール等のポリオール類、前記ポリオール類とコハク酸、マレ
イン酸、イタコン酸、アジピン酸、水添ダイマー酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタ
ル酸等の多塩基酸又はこれらの酸無水物類との反応物であるポリエステルポリオール類、
前記ポリオール類とε－カプロラクトンとの反応物であるポリカプロラクトンポリオール
類、前記ポリオール類と前記、多塩基酸又はこれらの酸無水物類のε－カプロラクトンと
の反応物、ポリカーボネートポリオール、ポリマーポリオール等）と有機ポリイソシアネ
ート（例えば、トリレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、キシリレンジ
イソシアネート、ジフェニルメタン－４，４′－ジイソシアネート、ジシクロペンタニル
ジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、２，４，４′－トリメチルヘキサ
メチレンジイソシアネート、２，２′－４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート
等）と水酸基含有（メタ）アクリレート（例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリ
レート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）
アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェニルオキシプロピル（メタ）アクリレート、シ
クロヘキサン－１，４－ジメチロールモノ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトール
トリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペン
タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート等）
の反応物であるポリウレタン（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、
ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂等のビスフェノール型エポキシ樹脂と（メタ）アクリル
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酸の反応物であるビスフェノール型エポキシ（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリレ
ートオリゴマー類等を挙げることができる。これら化合物は１種又は２種以上、混合して
使用することができる。これらの紫外線硬化性樹脂を、熱重合開始剤とともに用いて熱硬
化性樹脂として使用してもよい。
【００７５】
　ハードコート層とするには、上記の紫外線硬化性樹脂（多官能性モノマー、単官能性モ
ノマー、オリゴマー）の内、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエ
リスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アク
リレート等の硬質の多官能モノマーを主に使用することが好ましい。
【００７６】
　紫外線硬化性樹脂は、上記のようにオリゴマー、必要により反応性稀釈剤（多官能性モ
ノマー、単官能性モノマー）、光重合開始剤から一般に構成される。光重合開始剤の例と
しては、ベンゾイン、ベンゾフェノン、ベンゾイルメチルエーテル、ベンゾインエチルエ
ーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、ジベンジル
、５－ニトロアセナフテン、ヘキサクロロシクロペンタジエン、ｐ－ニトロジフェニル、
ｐ－ニトロアニリン、２，４，６－トリニトロアニリン、１，２－ベンズアントラキノン
、３－メチル－１，３－ジアザ－１，９－ベンズアンスロン；アセトフェノン、アセトフ
ェノンベンジルケタール、アントラキノン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケト
ン、２,２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、キサントン系化合物、トリフェ
ニルアミン、カルバゾール、３－メチルアセトフェノン、４－クロロベンゾフェノン、４
,４'－ジメトキシベンゾフェノン、４,４'－ジアミノベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－
２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－（４－イソプロピルフェニル）－２
－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、カルバゾール、キサントン、１,１－ジ
メトキシデオキシベンゾイン、３,３'－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン、チオキ
サントン系化合物、ジエチルチオキサントン、２－イソプロピルチオキサントン、２－ク
ロロチオキサントン、１－（４－ドデシルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロ
パン－１－オン、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノ
－プロパン－１－オン、トリフェニルアミン、２,４,６－トリメチルベンゾイルジフェニ
ルホスフィンオキシド、ビス－（２,６－ジメトキシベンゾイル）－２,４,４－トリメチ
ルペンチルフォスフィンオキシド、ビスアシルフォスフィンオキシド、ベンジルジメチル
ケタール、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル
－１－フェニルプロパン－１－オン、フルオレノン、フルオレン、ベンズアルデヒド、ミ
ヒラーケトン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）
－ブタン－１－オン、３－メチルアセトフェノン、３,３',４,４'－テトラ（ｔ－ブチル
パーオキシカルボニル）ベンゾフェノン（ＢＴＴＢ）等が挙げることができ、さらにＢＴ
ＴＢと色素増感剤、例えばキサンテン、チオキサンテン、クマリン、ケトクマリン等との
組み合わせ等が挙げられる。これらのうち、特にベンジルジメチルケタール、１－ヒドロ
キシシクロヘキシルフェニルケトン、２,４,６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフ
ィンオキシド、ビス－（２,６－ジメトキシベンゾイル）－２,４,４－トリメチルペンチ
ルフォスフィンオキシド、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノ
フェニル）－ブタン－１－オンが好ましい。
【００７７】
　これらは単独で、又は２種以上組み合わせて使用することができる。光重合開始剤の含
有量は、紫外線硬化性樹脂１００質量部に対して５質量部以下が好ましい。
【００７８】
　上記紫外線硬化性樹脂は、さらにシリコーン重合体を含むことができる。一般にシリコ
ーンを側鎖にもつグラフト共重合体であり、好ましくはシリコーンを側鎖にもつアクリル
系グラフト共重合体である。
【００７９】
　本発明では、さらにまた上記に必要に応じて各種添加剤を添加することができるが、こ
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れらの添加剤としては、例えば酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、シランカップリン
グ剤、老化防止剤、熱重合禁止剤、着色剤、レベリング剤、界面活性剤、保存安定剤、可
塑剤、滑剤、溶媒、無機系充填材、有機系充填材、フィラー、濡れ性改良剤、塗面改良剤
等を挙げることができる。
【００８０】
　上記ハードコート層は、上記成分を主成分とするものであるが、上記オリゴマー又はモ
ノマーの変性したもの、あるいは他の機能性樹脂、添加剤をさらに使用すること等により
、種々の機能に優れたハードコート層を得ることができる。
【００８１】
　上記ハードコート層の厚さは、１～２０μｍ（特に１～１５μｍ）であることが好まし
い。
【００８２】
　ハードコート層１３の上には、低屈折率層１４が設置されている。上記低屈折率層の材
料、屈折率、厚さ等について以下に説明する。
【００８３】
　上記低屈折率層は、例えばフッ素系或いは非フッ素系等の低屈折率有機薄膜によって形
成することができる。
【００８４】
　非フッ素系有機薄膜としては、ハードコート層に用いられるようなアクリル系樹脂、シ
リコーン樹脂、アクリルシリコン系樹脂、ウレタン樹脂等が挙げることができる。
【００８５】
　フッ素系有機薄膜としては、ＦＥＴ（フルオロエチレン／プロピレン共重合体）、ＰＴ
ＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）、ＥＴＦＥ（エチレン／テトラフルオロエチレン）
、ＰＶＦ（ポリフッ化ビニル）、ＰＶＤ（ポリフッ化ビニリデン）等を挙げることができ
る。
【００８６】
　また、防汚性、易滑性等を付与するために、フッ素系、シリコーン系の添加物を加える
こともある。中でも、シリコーン樹脂又はアクリル樹脂が、安価であることもあり、好適
である。
【００８７】
　上記低屈折率層は、ハードコート層に用いられるような熱硬化性樹脂又は紫外線硬化性
樹脂の硬化被膜からなる層とすることもでき、特に紫外線硬化性樹脂は硬度及び取り扱い
の点で好適である。
【００８８】
　このような有機薄膜は、一般に屈折率１．３～１．６の低屈折率薄膜であるため、本発
明において好適なものである。
【００８９】
　また好適には、有機薄膜に、中空シリカ（ポーラスシリカ）等のフィラーを充填するこ
とにより、屈折率を低下させて反射防止性能を向上させることができる。特に、中空シリ
カは無機化合物フィラーであるために、これによる屈折率低下は有機添加物による屈折率
低下と比較して、より硬い低屈折率薄膜を作成できる点で好ましい。
【００９０】
　上記中空シリカは、中空であって内部に空気を含有しているために、通常のシリカ（屈
折率：約１．４６）と比べて非常に低い屈折率（約１．３４～１．４４）となっており、
これは多孔性シリカ微粒子を有機ケイ素化合物等で表面被覆してその細孔入り口を塞いで
作成できる。中空シリカの平均粒径は一般に１ｎｍ～１μｍの範囲を使用可能であるが、
好ましくは５～２００ｎｍであり、特に１０～１００ｎｍが好ましい。低屈折率化への寄
与の大きさの観点からは粒径が大きいほど好ましいが、約１μｍを超えると極端に透明性
が低下して拡散反射の寄与が大きくなり、白っぽく見えるようになってしまう。透明性の
観点からは粒径は小さいほど好ましいが、上記低屈折率化への寄与の観点の他に、特に粒
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径が約０．５ｎｍより小さくなると中空シリカの微粒子が凝集しやすくなってしまい均一
な分散が容易でなくなる。
【００９１】
　上記低屈折率層の厚さは、反射防止機能と防汚機能を両立させるためには、防汚機能を
得ることができる範囲で光学的な膜厚であることが好ましく、５０～５００ｎｍの範囲、
例えば５００ｎｍの波長の光の１／４λ（＝１２５ｎｍ）程度とするのが好ましい。
【００９２】
　このような有機薄膜を反射防止膜の最表層として高屈折率のハードコート層上に形成す
ることにより、反射防止機能を得ることができ、さらに優れた防汚性及び耐擦傷性をも得
ることができる。
【００９３】
　反射防止層の、各層を形成するには、前記の通り、ポリマー（好ましくは紫外線硬化性
樹脂）に必要に応じ上記の微粒子を配合し、得られた塗工液を塗工し、次いで乾燥、必要
により熱硬化させるか、或いは塗工後、必要により乾燥し、紫外線を照射する。この場合
、各層を１層ずつ塗工し硬化させてもよく、全層を塗工した後、まとめて硬化させてもよ
い。
【００９４】
　塗工の具体的な方法としては、アクリル系モノマー等を含む紫外線硬化性樹脂をトルエ
ン等の溶媒で溶液にした塗工液をグラビアコータ等によりコーティングし、その後乾燥し
、次いで紫外線により硬化する方法を挙げることができる。このウェットコーティング法
であれば、高速で均一に且つ安価に成膜できるという利点がある。このコーティング後に
例えば紫外線を照射して硬化することにより密着性の向上、膜の硬度の上昇という効果が
得られる。
【００９５】
　紫外線硬化の場合は、光源として紫外～可視領域に発光する多くのものが採用でき、例
えば超高圧、高圧、低圧水銀灯、ケミカルランプ、キセノンランプ、ハロゲンランプ、マ
ーキュリーハロゲンランプ、カーボンアーク灯、白熱灯、レーザー光等を挙げることがで
きる。照射時間は、ランプの種類、光源の強さによって一概には決められないが、数秒～
数分程度である。また、硬化促進のために、予め積層体を４０～１２０℃に加熱し、これ
に紫外線を照射してもよい。
【００９６】
　本発明の反射防止層は、上記のように塗工により形成することが好ましいが、気相成膜
法により形成しても良い。通常、低屈折率層を、物理蒸着法または化学蒸着法により成膜
することができる。物理蒸着法としては、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレー
ティング法、レーザーアブレーション法が挙げられるが、一般的にはスパッタリング法で
成膜するのが好ましい。化学蒸着法としては、常圧ＣＶＤ法、減圧ＣＶＤ法、プラズマＣ
ＶＤ法が挙げられる。
【００９７】
　近赤外線吸収層（即ち、近赤外線遮蔽層）は、一般に、透明基板の表面に色素等を含む
層が形成することにより得られる。近赤外線吸収層は、例えば色素及びバインダ樹脂等を
含む塗工液を塗工、乾燥、必要により硬化させることにより得られる。
【００９８】
　色素としては、一般に８００～１２００ｎｍの波長に吸収極大を有するもの及び吸収極
大波長が５７５～６０５ｎｍを有するものを使用する。両方の波長領域に吸収極大を有す
る色素を用いることもできるが、一般にそれぞれ１種以上用いる。８００～１２００ｎｍ
の波長に吸収極大を有する色素の例としては、フタロシアニン系色素、金属錯体系色素、
ニッケルジチオレン錯体系色素、シアニン系色素、スクアリリウム系色素、ポリメチン系
色素、アゾメチン系色素、アゾ系色素、ポリアゾ系色素、ジイモニウム系色素、アミニウ
ム系色素、アントラキノン系色素、を挙げることができ、特にジイモニウム系色素、シア
ニン系色素又はスクアリリウム系色素が好ましく、特にジイモニウム系色素が好ましい。
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【００９９】
　近赤外域の吸収が大きく、吸収域も広く、可視域の透過率も高い、下式で表されるジイ
ンモニウム系化合物を用いることが好ましい。
【０１００】
【化１】

【０１０１】
　［式中、Ｒ1～Ｒ8は、水素原子、アルキル基、アリール基、アルケニル基、アラルキル
基、アルキニル基を表わし、それぞれ同じであっても、異なっていても良い。Ｒ9～Ｒ12

は、水素原子、ハロゲン原子、アミノ基、シアノ基、ニトロ基、カルボキシル基、アルキ
ル基、アルコキシル基を表わし、それぞれ同じであっても、異なっていても良い。Ｒ1～
Ｒ12で置換基を結合できるものは置換基を有しても良い。Ｘ-は陰イオンを表わす。］
　Ｒ1～Ｒ8の具体例としては、以下のものを挙げることができる。アルキル基としてはメ
チル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉｓｏ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉｓｏ－ブチ
ル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ｎ－アミル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、２－ヒド
ロキシエチル基、２－シアノエチル基、３－ヒドロキシプロピル基、３－シアノプロピル
基、メトキシエチル基、エトキシエチル基、ブトキシエチル基等を挙げることができる。
アリール基としてはフェニル基、フルオロフェニル基、クロロフェニル基、トリル基、ジ
エチルアミノフェニル、ナフチル基等を、アルケニル基としては、ビニル基、プロペニル
基、ブテニル基、ペンテニル基等を挙げることができる。アラルキル基としては、ベンジ
ル基、ｐ－フルオロベンジル基、ｐ－クロロフェニル基、フェニルプロピル基、ナフチル
エチル基等を挙げることができる。
【０１０２】
　Ｒ9～Ｒ12としては、水素、フッ素、塩素、臭素、ジエチルアミノ基、ジメチルアミノ
基、シアノ基、ニトロ基、メチル基、エチル基、プロピル基、トリフルオロメチル基、メ
トキシ基、エトキシ基、プロポキシ基等を挙げることができる。Ｘ-は、フッ素イオン、
塩素イオン、臭素イオン、ヨウ素イオン、過塩素酸塩イオン、ヘキサフルオロアンチモン
酸イオン、ヘキサフルオロリン酸イオン、テトラフルオロホウ酸イオン、ビス（トリフル
オロメタンスルホニル）イミド酸イオンが好ましい。これらの市販品の例として、日本化
薬社製「Ｋａｙａｓｏｒｂ ＩＲＧ－０２２、ＩＲＧ－０２３、ＩＲＧ－０２４」、日本
カーリット社製「ＣＩＲ－１０８０、ＣＩＲ－１０８１、ＣＩＲ－１０８３、ＣＩＲ－１
０８５」等を挙げることができる。
【０１０３】
　ジインモニウム系化合物以外の近赤外線吸収色素としては、例えば、日本触媒社製「イ
ーエクスカラ－ ＩＲ－１、ＩＲ－２、ＩＲ－３、ＩＲ－４、ＩＲ－１０、ＩＲ－１０Ａ
、ＩＲ－１２、ＩＲ－１４、ＴＸＥＸ－８０５Ｋ、ＴＸ－ＥＸ８０７Ｋ、ＴＸ－ＥＸ８０
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８Ｋ、ＴＸ－ＥＸ８１１Ｋ、ＴＸ－ＥＸ８１３Ｋ」、三井化学社製「ＭＩＲ－３６９、Ｍ
ＩＲ－３８９」などのフタロシアニン系化合物；三井化学社製「ＳＩＲ－１２８、ＳＩＲ
－１３０、ＳＩＲ－１３２、ＳＩＲ－１５９」、みどり化学社製「ＭＩＲ－１０１、ＭＩ
Ｒ－１２１」などのジチオール金属錯体系化合物；などを好適に用いることができる。さ
らに、旭電化社製「ＴＺ－１０３、ＴＺ－１０４、ＴＺ－１０５、ＴＺ－１０９、ＴＺ－
１１１、ＴＺ－１１４」、日本化薬社製「ＣＹ－９、ＣＹ－１０」、山田化学社製「ＩＲ
－３０１」等を挙げることができる。
【０１０４】
　近赤外線吸収層が、上記ジインモニウム塩系色素を含む場合、ニッケル錯体化合物（例
、ビス（ジチオベンジル）ニッケル錯体）を含んでいないことが好ましい。ニッケル錯体
化合物は、ジインモニウム塩系色素を変質させる傾向がある。これにより色素が劣化し、
耐久性が低下する。
【０１０５】
　本発明で使用される吸収極大波長が５７５～６０５ｎｍ（特に５７５～５９５）を有す
る色素は、主として、近赤外線吸収層に、ネオン発光の吸収機能を付与する機能を有する
。これにより、色調の調節が可能となる。
【０１０６】
　このようなネオン発光の選択吸収色素としては、シアニン系色素、スクアリリウム系色
素、アントラキノン系色素、フタロシアニン系色素、ポリメチン系色素、ポリアゾ系色素
、アズレニウム系色素、ジフェニルメタン系色素、トリフェニルメタン系色素を挙げるこ
とができる。このような選択吸収色素は、５８５ｎｍ付近のネオン発光の選択吸収性とそ
れ以外の可視光波長において吸収が小さいことが必要であるため、吸収極大波長が５７５
～６０５ｎｍ（特に５７５～５９５）ｎｍであり、吸収スペクトル半値幅が４０ｎｍ以下
であるものが好ましい。吸収極大波長が５７５～６０５ｎｍを有する色素の市販品として
、ＴＡＰ－２（山田化学工業（株）製）を挙げることができる。
【０１０７】
　また、光学特性に大きな影響を与えない限り、さらに着色用の色素、紫外線吸収剤、酸
化防止剤等を加えても良い。
【０１０８】
　本発明の光学フィルタの近赤外線吸収特性としては、８５０～１０００ｎｍの透過率を
、２０％以下、さらに１５％するのが好ましい。また選択吸収性としては、５８５ｎｍの
透過率が５０％以下であることが好ましい。特に前者の場合には、周辺機器のリモコン等
の誤作動が指摘されている波長領域の透過度を減少させる効果があり、後者の場合は、５
７５～５９５ｎｍにピークを持つオレンジ色が色再現性を悪化させる原因であることから
、このオレンジ色の波長を吸収させる効果があり、これにより真赤性を高めて色の再現性
を向上させたものである。
【０１０９】
　近赤外線吸収色素は、必要とされる近赤外線の吸収および可視域での透過率を達成でき
るように存在させる。例えば、透明基板上に、色素として、０．０１～１．０ｇ／ｍ2の
範囲で存在させることが好ましい。近赤外線吸収色素の量が少ない場合には、近赤外線領
域での吸収能が不足することがあり、逆に、多い場合には可視光域での透明性が不足して
、プラズマディスプレイの輝度を低下させることがある。
【０１１０】
　近赤外線吸収色素は、樹脂中に分散あるいは溶解した状態で透明基板上に存在している
。上記樹脂としては、近赤外線吸収色素を均一に溶解あるいは分散できるものであれば特
に限定されないが、ポリエステル系、アクリル系、ポリアミド系、ポリウレタン系、ポリ
オレフィン系、ポリカ－ボネ－ト系、ポリスチレン系等どの各種合成樹脂、ゼラチン、セ
ルロース誘導体などの天然高分子などを用いることができる。市販されている樹脂として
は、例えば、Ｏ－ＰＥＴ（鐘紡（株）製）、ＺＥＯＮＥＸ（日本ゼオン（株）製）、ＡＲ
ＴＯＮ（ＪＳＲ（株）製）、オプトレッツ（日立化成（株）製）、バイロン（東洋紡（株
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）製）等を挙げることができる。中でも、柔軟性や基材との密着性に優れる点で、ポリエ
ステル樹脂、アクリル樹脂が好ましい。すなわち、樹脂が硬い場合には、本発明の光学フ
ィルタの製造工程において、近赤外線吸収層に微小なひび割れが発生することがある。
【０１１１】
　樹脂と近赤外線吸収色素との合計量中の近赤外線吸収色素の含有量は、１～２０質量％
、特に２～１０質量％、であることが好ましい。近赤外線吸収色素の含有量が少なすぎる
と、近赤外線吸収層に、目的とする近赤外線吸収能を付与するためには、この層を厚くし
なければならない。このため、近赤外線吸収層を形成するための塗布液の塗布量も増大す
ることから、乾燥効率を高めるために、高温で及び／または長時間乾燥することが必要と
なる。その結果、高温で乾燥した場合には、色素の劣化や透明基材の平面性不良が発生し
易くなり、乾燥が長時間化すると生産性が悪化する。他方、近赤外線吸収色素の含有量が
多過ぎると、色素間の相互作用が生じ易くなり、たとえ近赤外線吸収層中の残留溶剤量を
低減したとしても、色素の経時的な変性が起こり易くなる。
【０１１２】
　近赤外線吸収層の層厚は、０．５～５０μｍが一般的で、０．５～３０μｍが好ましく
、特に０．５～１０μｍが好ましい。
【０１１３】
　近赤外線吸収層は、色調補正用の色素を含有していても良い。或いは色調補正用の色素
を含む透明色調補正層を、近赤外線吸収層と同様にして設けても良い。色調補正用の色素
としては、近赤外線遮蔽層の黄褐色～緑色の色調を中性化してカラーバランスを整えるた
めに、それらの補色となるようなものが好ましい。このような色素としては、無機系顔料
、有機系顔料、有機系染料、色素等一般的なものが挙げることができる。無機顔料として
は、コバルト化合物、鉄化合物、クロム化合物等を挙げることができ、有機顔料としては
、アゾ系、インドリノン系、キナクリドン系、バット系、フタロシアニン系、ナフタロシ
アニン系等を挙げることができ、前記有機系染料及び色素には、アゾ系、アジン系、アン
トラキノン系、インジゴイド系、オキサジン系、キノフタロン系、スクワリウム系、スチ
ルベン系、トリフェニルメタン系、ナフトキノン系、ピラロゾン系、ポリメチン系等を挙
げることができるが、これらの内で、発色性と耐久性の兼合いから有機系顔料が好適に用
いられる。
【０１１４】
　本発明の透明粘着剤層１６は、本発明の光学フィルタをディスプレイに接着するための
層であり、接着機能を有するものであればどのような樹脂でも使用することができる。例
えば、ブチルアクリレート等から形成されたアクリル系粘着剤、ゴム系粘着剤、ＳＥＢＳ
（スチレン／エチレン／ブチレン／スチレン）及びＳＢＳ（スチレン／ブタジエン／スチ
レン）等の熱可塑性エラストマー（ＴＰＥ）を主成分とするＴＰＥ系粘着剤及び接着剤等
も用いることができる。
【０１１５】
　その層厚は、一般に５～５００μｍ、特に１０～１００μｍの範囲が好ましい。光学フ
ィルタは、一般に上記透明粘着剤層をディスプレイのガラス板に圧着することによる装備
することができる。
【０１１６】
　本発明では、上記透明粘着剤層が、可視光透過率を低下（調整）するために可視光領域
に吸収を有する色素を少なくとも１種含有していることが好ましい。このような色素とし
ては、可視光領域（４００～７２０ｎｍ）全体にほぼ均等に吸収を有するものが好ましく
、黒色、又は暗色系の色素が好ましい。例えば、バリファーストブラック３８０８（オリ
エント化学工業（株）製）を挙げることができ、好ましい。このような色素は、透明粘着
剤層中に、０．０１～０．１０質量％、特に０．０１～０．０５質量％の量で含有してい
ることが好ましい。
【０１１７】
　本発明の光学フィルタを他の光学フィルタと接着する場合、これらの接着には、例えば



(20) JP 2008-70708 A 2008.3.27

10

20

30

40

50

、エチレン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－アクリル酸メチル共重合体、アクリル樹脂
（例、エチレン－（メタ）アクリル酸共重合体、エチレン－（メタ）アクリル酸エチル共
重合体、エチレン－（メタ）アクリル酸メチル共重合体、金属イオン架橋エチレン－（メ
タ）アクリル酸共重合体）、部分鹸化エチレン－酢酸ビニル共重合体、カルボキシル化エ
チレン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－（メタ）アクリル－無水マレイン酸共重合体、
エチレン－酢酸ビニル－（メタ）アクリレート共重合体等のエチレン系共重合体を挙げる
ことができる（なお、「（メタ）アクリル」は「アクリル又はメタクリル」を示す。）。
その他、ポリビニルブチラール（ＰＶＢ）樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、シリコ
ーン樹脂、ポリエステル樹脂、ウレタン樹脂、ゴム系粘着剤、ＳＥＢＳ及びＳＢＳ等の熱
可塑性エラストマー等も用いることができるが、良好な接着性が得られやすいのはアクリ
ル樹脂系粘着剤、エポキシ樹脂である。
【０１１８】
　その層厚は、一般に１０～５０μｍ、好ましくは、２０～３０μｍの範囲が好ましい。
光学フィルタは、一般に上記粘着剤層をディスプレイのガラス板に圧着することによる装
備することができる。
【０１１９】
　前記透明粘着剤層の材料として、上記ＥＶＡを使用しても良い。ＥＶＡを使用する場合
、ＥＶＡとしては酢酸ビニル含有量が５～５０重量％、好ましくは１５～４０重量％のも
のが使用される。酢酸ビニル含有量が５重量％より少ないと透明性に問題があり、また４
０重量％を超すと機械的性質が著しく低下する上に、成膜が困難となり、フィルム相互の
ブロッキングが生じ易い。
【０１２０】
　架橋剤としては加熱架橋する場合は、有機過酸化物が適当であり、シート加工温度、架
橋温度、貯蔵安定性等を考慮して選ばれる。使用可能な過酸化物としては、例えば２，５
－ジメチルヘキサン－２，５－ジハイドロパーオキサイド；２，５－ジメチル－２，５－
ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン－３；ジーｔ－ブチルパーオキサイド；ｔ－ブチル
クミルパーオキサイド；２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサ
ン；ジクミルパーオキサイド；α，α’－ビス（ｔ－ブチルパーオキシイソプロピル）ベ
ンゼン；ｎ－ブチル－４，４－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）バレレート；２，２－ビス
（ｔ－ブチルパーオキシ）ブタン；１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロヘキサ
ン；１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン；
ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート；ベンゾイルパーオキサイド；第３ブチルパーオキシ
アセテート；２，５－ジメチル－２，５－ビス（第３ブチルパーオキシ）ヘキシン－３；
１，１－ビス（第３ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン；１，
１－ビス（第３ブチルパーオキシ）シクロヘキサン；メチルエチルケトンパーオキサイド
；２，５－ジメチルヘキシル－２，５－ビスパーオキシベンゾエート；第３ブチルハイド
ロパーオキサイド；ｐ－メンタンハイドロパーオキサイド；ｐ－クロルベンゾイルパーオ
キサイド；第３ブチルパーオキシイソブチレート；ヒドロキシヘプチルパーオキサイド；
クロルヘキサノンパーオキサイド等を挙げることができる。これらの過酸化物は１種を単
独で又は２種以上を混合して、通常ＥＶＡ１００重量部に対して、５質量部以下、好まし
くは０．５～５．０質量部の割合で使用される。
【０１２１】
　有機過酸化物は通常ＥＶＡに対し押出機、ロールミル等で混練されるが、有機溶媒、可
塑剤、ビニルモノマー等に溶解し、ＥＶＡのフィルムに含浸法により添加しても良い。
【０１２２】
　なお、ＥＶＡの物性（機械的強度、光学的特性、接着性、耐候性、耐白化性、架橋速度
など）改良のために、各種アクリロキシ基又はメタクリロキシ基及びアリル基含有化合物
を添加することができる。この目的で用いられる化合物としてはアクリル酸又はメタクリ
ル酸誘導体、例えばそのエステル及びアミドが最も一般的であり、エステル残基としては
メチル、エチル、ドデシル、ステアリル、ラウリル等のアルキル基の他、シクロヘキシル
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基、テトラヒドロフルフリル基、アミノエチル基、２－ヒドロキシエチル基、３－ヒドロ
キシプロピル基、３－クロロ－２－ヒドロキシプロピル基などが挙げられる。また、エチ
レングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、トリメチロールプ
ロパン、ペンタエリスリトール等の多官能アルコールとのエステルを用いることもできる
。アミドとしてはダイアセトンアクリルアミドが代表的である。
【０１２３】
　その例としては、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、グリセリン等のア
クリル又はメタクリル酸エステル等の多官能エステルや、トリアリルシアヌレート、トリ
アリルイソシアヌレート、フタル酸ジアリル、イソフタル酸ジアリル、マレイン酸ジアリ
ル等のアリル基含有化合物が挙げられ、これらは１種を単独で或いは２種以上を混合して
、通常ＥＶＡ１００質量部に対して０．１～２質量部、好ましくは０．５～５質量部用い
られる。
【０１２４】
　ＥＶＡを光により架橋する場合、上記過酸化物の代りに光増感剤が通常ＥＶＡ１００質
量部に対して５質量部以下、好ましくは０．１～３．０質量部使用される。
【０１２５】
　この場合、使用可能な光増感剤としては、例えばベンゾイン、ベンゾフェノン、ベンゾ
インメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベ
ンゾインイソブチルエーテル、ジベンジル、５－ニトロアセナフテン、ヘキサクロロシク
ロペンタジエン、ｐ－ニトロジフェニル、ｐ－ニトロアニリン、２，４，６－トリニトロ
アニリン、１，２－ベンズアントラキノン、３－メチル－１，３－ジアザ－１，９－ベン
ズアンスロンなどが挙げられ、これらは１種を単独で或いは２種以上を混合して用いるこ
とができる。
【０１２６】
　また、接着促進剤としてシランカップリング剤が併用される。このシランカップリング
剤としては、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス（β－メトキシエトキシ）シラン
、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルトリアセトキシシラン、γ－
グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリエトキシシラ
ン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、γ－クロロプ
ロピルメトキシシラン、ビニルトリクロロシラン、γ－メルカプトプロピルトリメトキシ
シラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）－γ－アミノ
プロピルトリメトキシシランなどが挙げられる。
【０１２７】
　シランカップリング剤は、一般にＥＶＡ１００質量部に対して０．００１～１０質量部
、好ましくは０．００１～５質量部の割合で１種又は２種以上が混合使用される。
【０１２８】
　なお、上記ＥＶＡ接着層には、その他、紫外線吸収剤、赤外線吸収剤、老化防止剤、塗
料加工助剤、着色剤等を少量含んでいてもよく、また、場合によってはカーボンブラック
、疎水性シリカ、炭酸カルシウム等の充填剤を少量含んでも良い。また、本発明の透明粘
着剤層も、紫外線吸収剤、赤外線吸収剤、老化防止剤等適宜含有させることができる。
【０１２９】
　上記接着層（或いは透明粘着剤層）は、例えばＥＶＡと上述の添加剤とを混合し、押出
機、ロール等で混練した後、カレンダー、ロール、Ｔダイ押出、インフレーション等の成
膜法により所定の形状にシート成形することにより製造される。
【０１３０】
　反射防止層上には、保護層を設けても良い。保護層は、前記ハードコート層と同様にし
て形成することが好ましい。
【０１３１】
　透明粘着剤層上に設けられる剥離シートの材料としては、ガラス転移温度が５０℃以上
の透明のポリマーが好ましく、このような材料としては、ポリエチレンテレフタレート、
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ポリシクロヘキシレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル系樹
脂、ナイロン４６、変性ナイロン６Ｔ、ナイロンＭＸＤ６、ポリフタルアミド等のポリア
ミド系樹脂、ポリフェニレンスルフィド、ポリチオエーテルサルフォン等のケトン系樹脂
、ポリサルフォン、ポリエーテルサルフォン等のサルフォン系樹脂の他に、ポリエーテル
ニトリル、ポリアリレート、ポリエーテルイミド、ポリアミドイミド、ポリカーボネート
、ポリメチルメタクリレート、トリアセチルセルロース、ポリスチレン、ポリビニルクロ
ライド等のポリマーを主成分とする樹脂を用いることができる。これら中で、ポリカーボ
ネート、ポリメチルメタアクリレート、ポリビニルクロライド、ポリスチレン、ポリエチ
レンテレフタレートが好適に用いることができる。厚さは１０～２００μｍが好ましく、
特に３０～１００μｍが好ましい。
【０１３２】
　本発明の反射防止・近赤外線遮断フィルタ（光学フィルタ）は、例えば、長尺状の透明
フィルムの一方の表面に、中間層、ハードコート層、反射防止層を順次設け、次いで、透
明フィルムの他方の表面に、近赤外線吸収層及び必要により透明粘着剤層を設けることに
より長尺状の積層体を製造し、これを裁断することにより得られる。
【０１３３】
　長尺状の透明フィルムに、各層を塗工（塗布）する際に使用される塗工機としては、ス
リットダイ、リップダイレクト、リップリバース等使用することができる。また両面を同
時に塗布する場合は、リップダイを両面に配置した両面同時塗工機が一般に使用される。
【０１３４】
　このようにして得られる本発明のＰＤＰ用光学フィルタに用いられる本発明の光学フィ
ルタは、そのまま或いは、他のフィルタと組み合わせてＰＤＰの画像表示ガラス板の表面
に貼り合わされて使用される。本発明の光学フィルタをＰＤＰの画像表示ガラス板の表面
に貼り合わされた状態を図２に示す。ディスプレイパネルの表示面２０の表面に透明粘着
剤層１６を介して本発明の光学フィルタが接着され、これにより、透明基板１１の一方の
表面に、中間層１２、ハードコート層１３、及び低屈折率層１４が順に積層され、透明基
板１１の他方の表面には、近赤外線吸収層１５が積層された光学フィルタがディスプレイ
パネルの表示面２０の表面に設けられる。
【０１３５】
　本発明のＰＤＰ表示装置は、透明基板として通常プラスチックフィルム一枚を使用して
いるので、本発明の光学フィルタをその表面であるガラス板表面に直接貼り合わせること
ができるため、ＰＤＰ自体の軽量化、薄型化、低コスト化に寄与できる。また、ＰＤＰの
前面側に透明成形体からなる前面板を設置する場合に比べると、ＰＤＰとＰＤＰ用フィル
タとの間に屈折率の低い空気層をなくすことができるため、界面反射による可視光反射率
の増加、二重反射などの問題を解決でき、ＰＤＰの視認性をより向上させることができる
。
【０１３６】
　さらに、本発明の光学フィルタは、前述のように反射防止効果、近赤外線遮蔽に優れ、
干渉縞が無いので、見易い、自然な色調を示すＰＤＰを提供することができる。
【実施例】
【０１３７】
　以下に実施例を示し、本発明ついてさらに詳述する。本発明は以下の実施例によって限
定されるものではない。
【０１３８】
　［実施例１］
　本発明の反射防止・近赤外線遮断フィルタの製造
　透明基材として紫外線吸収剤（ＣＹＡＳＯＲＢ　ＵＶ－３６３８、サイテック(CYTEC)
社製）を５質量％含有するＰＥＴフィルム（屈折率１．６５、１５０μｍ厚）の製膜直後
に、このＰＥＴフィルム上にイオウ変性したアクリル樹脂を流延し、これを圧延・接着し
て、屈折率１．５７で厚さ８７ｎｍの中間層（中間屈折率層）を形成した。
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【０１３９】
　次に、多官能性アクリレートモノマーとしてジペンタエリスリトールヘキサアクリレー
ト（ＤＰＨＡ）（日本化薬（株）製、商品名ＤＰＨＡ）７５質量部、ジルコニア２５質量
部、ＭＥＫ１００質量部、トルエン１００質量部、重合開始剤として光重合開始剤（チバ
・スペシャリティー・ケミカルズ（株）製、イルガキュア１８４）４質量部を含むコート
液を調製して、上述の中間層のさらに上に塗布した。次いで８０℃で約１分間乾燥処理し
た後に、紫外線照射（光量２００ｍＪ／ｃｍ2）により硬化させて、ハードコート層（屈
折率１．５４、厚さ３μｍ）を形成した。
【０１４０】
　この上に、フッ素樹脂層（屈折率１．４３、厚さ９０ｎｍ）を含む塗布液を、塗布、乾
燥する（８０℃、５分）ことにより、低屈折率層を形成した。
【０１４１】
　次いで、下記の配合：
　ポリメチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０質量部
　ＴＡＰ－２（山田化学工業（株）製）　　　　　　　　　　　　　　０．４質量部
　Ｐｌａｓｔ　Ｒｅｄ　８３８０（有本化学工業（株）製）　　　　　０．１質量部
　ＣＩＲ－１０８５（日本カーリット（株）製）　　　　　　　　　　１．３質量部
　ＩＲ－１０Ａ（（株）日本触媒製）　　　　　　　　　　　　　　　０．６質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５２質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８質量部
を混合して得た塗工液を、上記ＰＥＴフィルムの裏面にグラビアコート法により塗布し、
８０℃のオーブン中で５分間乾燥させた。これにより、ＰＥＴフィルム上に厚さ５μｍの
近赤外線吸収層（色調補正機能を有する）を形成した。
【０１４２】
　こうしてＰＤＰ光学フィルタ用の反射防止・近赤外線遮断フィルタを作製した。
【０１４３】
［実施例２］
　実施例１において、上記近赤外線吸収層上に、
　下記の配合：
　ＳＫダイン１８１１Ｌ（綜研化学（株）製）　　　　　　　　１００質量部
　硬化剤Ｌ－４５（綜研化学（株）製）　　　　　　　　　　　　　０．４５質量部
　トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５質量部
　酢酸エチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４質量部
を混合して得た塗工液を、バーコータを用いて塗布し、８０℃のオーブン中で５分間乾燥
させ、これにより、近赤外線吸収層上に厚さ２５μｍの透明粘着剤層を形成した以外は同
様にして反射防止・近赤外線遮断フィルタを作製した。
【０１４４】
［実施例３］
　実施例２において、透明粘着剤層の塗布液の配合に、さらにバリファーストブラック３
８０８（オリエント化学工業（株）製）０．０１３ｇ添加した以外は同様にして反射防止
・近赤外線遮断フィルタを作製した。
【０１４５】
［実施例４］
　実施例２において、透明粘着剤層の塗布液の配合に、さらにアイゼン・スピロン・ブラ
ックＭＨスペシャル（保土谷化学工業（株）製）０．０２７ｇ添加した以外は同様にして
反射防止・近赤外線遮断フィルタを作製した。
【０１４６】
［比較例１］
　実施例１において、近赤外線吸収層を設けず、且つ中間層の厚さを８７ｎｍから４０ｎ
ｍに変更した以外は同様にして反射防止・近赤外線遮断フィルタを作製した。
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【０１４７】
［比較例２］
　実施例１において、紫外線吸収剤含有ＰＥＴフィルムの代わりに紫外線吸収剤を含有し
ていないＰＥＴフィルムを使用した以外は同様にして反射防止・近赤外線遮断フィルタを
作製した。
【０１４８】
［比較例３］
　実施例２において、中間層に使用したイオウ変性したアクリル樹脂のイオウ含有量を調
整することにより、中間層の屈折率を１．５７から１．５１に変更した以外は同様にして
反射防止・近赤外線遮断フィルタを作製した。
【０１４９】
［参考例１］
　実施例１において、近赤外線吸収層の塗布液の配合を下記に変更した以外は同様にして
反射防止・近赤外線遮断フィルタを作製した。
【０１５０】
　配合：
　ポリメチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０質量部
　ＴＡＰ－２（山田化学工業（株）製）　　　　　　　　　　　　　　０．４質量部
　Ｐｌａｓｔ　Ｒｅｄ　８３８０（有本化学工業（株）製）　　　　　０．１質量部
　ＣＩＲ－１０８５（日本カーリット（株）製）　　　　　　　　　　１．３質量部
　ＩＲ－１０Ａ（（株）日本触媒製）　　　　　　　　　　　　　　　０．６質量部
　ビス（４－ｔ－ブチル－１，２－ジチオフェノレート）
　銅－テトラ－ｎ－ブチルアンモニウム　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５２質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８質量部
【０１５１】
　さらに得られた反射防止・近赤外線遮断フィルタ（光学フィルタ）をガラス板に貼り合
わせて、下記の評価用のディスプレイ用フィルタを作成した。各特性を評価した。
【０１５２】
［光学フィルタの評価］
（１）反射率（低屈折率層）
　裏面をサンドペーパーで擦り、黒マジックを塗り裏面の反射が起こらないようにした試
料を作製し、分光光度計（日立製作所（株）製、Ｕ－４０００型）を用いて、波長：３８
０～７００ｎｍでの入射光５゜における正反射の最小の表面反射率を求めた。
　評価は、○：最小反射率が２．０％以下の場合、×：最小反射率が２．０％超過の場合
、の二段階で行った。
（２）干渉縞
　得られた光学フィルタを、３波長形の蛍光灯（東芝（株）製、商品名ＦＨＦ３２ＥＸ－
Ｎ）を天井灯として使用した室内で、平滑な壁面に反射防止フィルタ面が室内側になるよ
うに設置した。３波長形の蛍光灯の照明により生じた干渉縞（油染み）の程度を目視にて
評価した。
　評価は、○：目立った干渉縞がほとんど見えない、△：目立つ干渉縞が若干見える、×
：目立つ干渉縞がはっきり見える、の三段階で行った。
（３）光線透過率
　分光光度計（日立製作所（株）製、Ｕ－４０００型）を用い、波長：３５０～１２５０
ｎｍの範囲で、近赤外線吸収層側から特定波長の光を照射し、室内の空気の透過率を参照
値（ブランク）として測定する。
（４）耐久性
　得られた光学フィルタを、温度６０℃、湿度９０％雰囲気中で５００時間放置した後、
上記（１）の光線透過率を測定する。促進試験前後の透過率の差で耐久性を評価する。
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　即ち、評価は、○：透過率の変化が２．０％以下の場合、×：透過率の変化が２．０％
超過の場合、の二段階で行った。
【０１５３】
　上記の結果を下記の表１に示す。
【０１５４】
【表１】

【０１５５】
　上記結果より、本発明の特定の透明基板、中間層、ハードコート層、近赤外線吸収層を
有する実施例１～４の光学フィルタは、ディスプレイ用フィルタとして使用した場合、反
射率、干渉縞等の反射特性が良好で、且つ耐久性にも優れたものであることが明らかであ
る。また、本発明の特定の透明粘着剤層が設けられた実施例３及び４の光学フィルタを、
ＰＤＰの表示面に貼付した場合、コントラストが良好で極めて見易い映像が得られた。
【図面の簡単な説明】
【０１５６】
【図１】図１は、本発明の反射防止・近赤外線遮断フィルタの好適態様の一例の断面図で
ある。
【図２】本発明の反射防止・近赤外線遮断フィルタをＰＤＰの画像表示ガラス板の表面に
貼り合わされた状態を示す断面図である。
【符号の説明】
【０１５７】
　１１　透明基板
　１２　中間層
　１３　ハードコート層
　１４　低屈折率層
　１５　近赤外線吸収層
　１６　透明粘着剤層
　２０　ディスプレイパネルの表示面
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【図２】



(27) JP 2008-70708 A 2008.3.27

フロントページの続き

Ｆターム(参考) 4F100 AA27  AK17  AK25  AK42  AR00D AR00E AS00B AS00C AT00A BA05 
　　　　 　　        BA07  CA13E CB05E GB41  JD12E JN01A JN01E JN18D YY00A YY00B
　　　　 　　        YY00C YY00E
　　　　 　　  5G435 AA01  AA09  AA14  AA17  BB06  GG11  HH03 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

